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「NISA口座の開設・利用状況調査結果（証券会社 10社・2026年５月末時点）」 

の公表について 

 

 

今般、NISA 口座の開設・利用状況調査について、別紙のとおり、証券

会社 10 社を対象とした 2026 年５月末時点の調査結果を公表いたしまし

たので、お知らせいたします。  

 

 

以  上  
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１．NISAの利用状況

 （1）時系列データ・口座数（2026年１～５月）

 （2）時系列データ・買付額（2026年１～５月）

２．NISAにおける買付の傾向

 （1）NISA買付額の内訳（2026年１～５月累計ベース）

 （2）NISA買付額上位10銘柄の傾向（2026年５月単月ベース）

（注）本資料は証券会社10社に実施したヒアリング調査（概算）の結果をまとめたものであり、
他の集計等と結果が異なる場合がある。

NISA口座の開設・利用状況
（大手証券10社ベース 2026年５月末時点）
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2025年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

37 20 17 15 13 11 13 14 16 21 16 21

37 57 74 89 102 113 126 141 157 178 194 215

1,640 1,662 1,678 1,692 1,703 1,716 1,724 1,737 1,752 1,772 1,786 1,810

（注）１．2023年５月の口座開設件数は、2023年４～６月の１か月平均の値により推計。この平均の２か月分を2023年３月末時点の口座数に加算することで2023年５月末時点の口座数を
推計。 ２．2025年３、６、12月の口座数（末残）は、全証券会社対象調査の10社データ。過去の時系列データに遡及修正が発生した場合は最新版の公表資料にて反映。

１．NISAの利用状況
 （1）時系列データ・口座数（2026年１～５月）

（単位：万件） １月 ２月 ３月 ４月 ５月

口座開設件数 51 31 30 23 28

年初来累計 51 82 113 136 164

口座数（末残） 1,852 1,881 1,910 1,934 1,960

口座数
（2026年）

過去の口座数（2023～2025年）

（単位：万件）
2023年
５月

口座開設件数 16

年初来累計 85

口座数（末残） 1,140

（注２）
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2024年
５月

27 

224

1,501 

（注１）
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2025年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

24,012 14,223 13,151 13,223 8,090 8,230 8,402 8,676 9,192 10,487 9,176 15,493

24,012 38,234 51,385 64,609 72,698 80,929 89,331 98,007107,198117,685126,860142,353

19,204 10,591 9,368 9,603 4,462 4,620 4,668 5,025 5,467 6,551 5,400 10,643

19,204 29,795 39,163 48,766 53,228 57,848 62,515 67,541 73,007 79,559 84,959 95,602

4,807 3,632 3,783 3,621 3,628 3,610 3,735 3,651 3,725 3,935 3,775 4,849

4,807 8,439 12,222 15,843 19,471 23,081 26,815 30,466 34,191 38,126 41,902 46,751

１．NISAの利用状況
 （2）時系列データ・買付額（2026年１～５月）

（単位：億円） １月 ２月 ３月 ４月 5月

成長投資枠+
つみたて投資枠

29,206 17,407 18,610 12,312 12,717

年初来累計 29,206 46,613 65,224 77,536 90,253
8

うち成長投資枠 23,962 13,273 13,968 8,029 8,287

年初来累計 23,962 37,235 51,202 59,231 67,518

うちつみたて投資枠 5,245 4,134 4,643 4,283 4,430

年初来累計 5,245 9,379 14,022 18,305 22,735

買付額（2026年）

（注） １．2025年３、６、12月の買付額は、全証券会社対象調査の10社データ。過去の時系列データに遡及修正が発生した場合は最新版の公表資料にて反映。 ２．2023年５月の買付額
は、 2023年４～６月の１か月平均の値により推計。 ３．2023年の買付額には、一般NISAにおけるロールオーバーによる受入額を含まない。

（注１～３）
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過去の買付額（2023～2025年）

（単位：億円）
2023年
５月

一般NISA+
つみたてNISA

2,521

年初来累計 15,813

うち一般NISA 1,573

年初来累計 11,194

うちつみたてNISA 949

年初来累計 4,619

（単位：億円）
2024年
５月

成長投資枠+
つみたて投資枠

9, 078

年初来累計 66,141

うち成長投資枠 6,035

年初来累計 52,241

うちつみたて投資枠 3,043

年初来累計 13,899



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

⚫ 証券会社10社での2026年１～５月のNISA買付額のうち、75％は成長投資枠で買付けがされている。成長投資枠においては株式のほ
か、様々な投資信託の買付けも行われており、投資家のニーズに合わせて２つの枠が柔軟に活用されている。

⚫ また、NISA買付額のうち41％は国内株の買付けであり、制度趣旨である「成長資金の供給」の役割も担っている。

２．NISAにおける買付の傾向
 （1）NISA買付額の内訳（2026年１～５月 累計ベース）

（注）「株式」、「国内株」にはETF、REITを含む。ＥＴＦ、REITの内外の内訳は把握できていない。
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93% 7%

75% 25%
NISA買付額のうち

成長投資枠：つみたて投資枠

成長投資枠での買付額のうち

株式：投資信託

成長投資枠での株式の買付額のうち

国内株：外国株

（参考）NISA買付額のうち

国内株・投資信託の割合

59% 41%

41% 56%
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⚫ 成長投資枠での株式買付額上位10銘柄は国内株で占められている。

⚫ 投資信託買付額上位10銘柄については、投資先は内外、海外、また、インデックス型が中心となっているが、成長投資枠はアクティブ
型も利用されている。

２．NISAにおける買付の傾向
 （2）NISA買付額上位10銘柄の傾向（2026年５月単月ベース）

成長投資枠・株式

つみたて投資枠・投資信託

配当利回り 銘柄数

４％台 １銘柄

３％台 ２銘柄

２％台 １銘柄

２％未満 ６銘柄

業種 銘柄数

非鉄金属 ２銘柄

情報・通信業、輸送用機
器、サービス業、機械、
小売業、鉄鋼、電気機器、

その他製品

各１銘柄

種別 銘柄数

インデックス型 10銘柄

アクティブ型 －

投資先地域 銘柄数

国内 １銘柄

内外 ２銘柄

海外 ７銘柄

投資先 銘柄数

国内株 10銘柄

外国株 －

成長投資枠・投資信託

投資先地域 銘柄数

国内 １銘柄

内外 ４銘柄

海外 ５銘柄

種別 銘柄数

インデックス型 ８銘柄

アクティブ型 ２銘柄

（注）１．調査対象の証券会社10社に、2026年５月における株式（成長投資枠のみ）・投資信託（成長投資枠及びつみたて投資枠）の買付額上位10銘柄とその総買付金額をヒアリングし、
10社のデータを統合して買付額の多い順に並べ替え、その上位10銘柄を本資料の「買付額上位10銘柄」として集計している。 ２．「株式」には、ETF、REITを含む。  ３．配当利回りは調
査基準日時点。
（出所）配当利回り：東洋経済新報社「会社四季報オンライン」、業種：証券コード評議会による33業種（外国株は類推し当てはめ）、投資先地域及び種別（投資信託）： 投資信託協会「投
信総合検索ライブラリー」（以下、同じ）
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